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紙パルプ産業の特徴 

紙パルプ産業は、国民の生活・文化と産業活動を支
える紙・板紙を供給する役割を担う基盤産業であると
同時に、「エネルギー」「森林」「紙(古紙)」という観点か
ら資源の有効利用に積極的に取り組んでいる。 

特にエネルギーについては、黒液、木くず、ペーパー
スラッジなどのバイオマスエネルギーや、廃タイヤ、
RPFなどの可燃性廃棄物を利用し、重油や石炭など化

石エネルギーの使用を削減している。さらに、ボイラー
から得られる蒸気を製紙プロセスの乾燥エネルギーと
してだけでなく発電で利用するコージェネレーションシ
ステムを早くから導入し、エネルギーを高効率に利用
している。 
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2012年度FU資料より 

1990年度原単位(MJ/t)：石炭3,168 ガス144 その他559 購入電力2,974 化石エネルギー14,306 重油7,461
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図３）化石エネルギー燃料別原単位の推移(MJ/t､1990年度基準) 
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化石エネルギー燃料別原単位(MJ/ｔ）

　　　　　　　　　　　    1990年度　   2011年度
石炭　　　　　　　      3,166         5,209

ガス                     195         1,440
その他                  568           217

購入電力      　      3,108         2,180
重油          　       7,512         1,808

化石エネルギー  　  14,548       10,854

化石エネルギー燃料別原単位の推移(MJ/t､1990年度基準) 
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図４）エネルギー分類別原単位の推移（MJ/ｔ､1990年度基準） 
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エネルギー分類別原単位(MJ/t)

　　　　　　　　　　　　　   1990年度　2011年度

廃棄物エネルギー　　 　      64       1,904

再生可能エネルギー      7,703       8,673

化石エネルギー          14,548      10,854

総エネルギー             22,314      21,431

エネルギー分類別原単位の推移（MJ/ｔ､1990年度基準） 
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   エネルギー分類別原単位比率の推移 

製紙業界は、もともと再生可能エネルギーの比率が高いが、更に再生可能
エネルギーおよび廃棄物エネルギーの使用比率の増強を図っている。 

再生可能エネルギー：黒液、廃材、バーク、ペーパースラッジなど 

廃棄物エネルギー ：ＲＰＦ、廃プラスチック、廃タイヤなど 
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バイオマス・廃棄物使用量推移 
バイオマス、廃棄物燃料使用量推移
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わが国のエネルギーバランス２０１０（平成２２）年度 

出典：「EDMC/エネルギー・経済統計要覧（２０１２年版）（財）省エネルギーセン
ター 紙・パルプ産業のエネ２０１０（平成２２）年 

出典：「石油等消費動態統計年報」２０１０（平成２２）年 （経済産業省） 
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電力消費量・自家発電比率の産業間
比較 2011（平成23）年 
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低炭素社会実行計画での利用量想定 
     廃材、バーク等利用技術 

 前提条件 

  廃材等は、建設発生木材、製材工場残材等から集荷されたものであり、その賦存量、集荷コストに加え、他業種と  

  の利用競合といった制約により、この程度が利用可能量の限界と思える。 

  一方、＊林地残材は国内腑存量のほぼ全量（約９７％）の３４０万トン/年（絶乾１７０万トン）が未利用であるが、利用 

  技術の開発（集荷、運搬等のシステム化）により、利用量の増大が可能となれば、受け入れ設備は有しているので 

  更に上乗せが可能となる。 

  ＊ 「第４回低炭素電力供給システムに関する研究会」資料より 

 実施に必要なコスト等 

年 2005 2020 

廃材利用量     （万絶乾トン） 88 159 

原油換算廃材利用量（万原油KL） 37 67 

追加代エネ量     （万原油KL） － 30 

 設 備 投 資 金 額：2009年度以降  必要投資額 62億円  

                 (廃材、バーク等の燃料転換投資予想額・・・2009年度FU資料の燃転投資額より） 

 製紙産業は、すでに廃材の燃料転換技術、設備を有し利用しており、その使用効率（コージェネ設備による）も非常に高い。 11 
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①省エネとエネルギー効率向上対策 

・付帯設備更新の促進、省エネ設備（高効率パルパーなど）や高温
高圧回収ボイラーの普及率を向上させることで  

 →更なる投資によるＣＯ2削減が可能 
 

・課題 

ＣＯ２削減費用（費用対効果） 

 ・・・ＣＯ２削減につながる付帯設備更新や大型設備 

   投資を促進するような制度の創設が必要 

   （大型投資は省エネメリットだけでは投資回収が困難） 

国内にパルプ主要設備、抄紙機メーカーがいない 

 （メインフレームの革新的な技術開発は海外メーカーに頼るしか
ない） 

２０１０－２０３０年度までの省エネ対策 
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 ②燃料転換対策（新エネ・バイオマスボイラーの増設） 
１）国内森林資源有効活用のためのシステム構築 
 マテリアル利用優先を前提として国内森林資源がマテリアル用途 

 （切捨て間伐材など）とサーマル用途（枝葉など林地残材）に活用で
きれば、  → 森林吸収増加 

２）廃棄物処理のための有効利用先の拡大対策 
  循環型社会の構築と処分場の減容 
       → 全国各地の新エネ、バイオマスボイラーにより、更なる 
          化石燃料と、温室効果ガス削減が可能。 
  紙パルプ産業は効率よくエネルギー回収が可能。 
 
・課題 
 伐採、集荷、運搬のコスト・・・・・路網整備、大規模集荷、運搬システ 
                     ムの確立、 
 
 焼却灰の増加。・・・・・現在、焼却灰の有効利用先が減少しており、 
               受け皿の整備が必要。 

２０１０－２０３０年度までの省エネ対策 
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政策への要望 

１．森林資源の有効活用のためのシステム構築 

  特に、間伐の促進とそれに伴う林地残材を適正な価格でパルプ化、燃
料化するための集荷、運搬システムの確立 

２．古紙回収率の向上、廃棄物の細分別対策 

  自治体による良質な古紙の分別、回収率の向上対策埋め立ての減量と
廃棄物の燃料化の促進 

３．省エネ対策への補助の強化 
   補助金による投資回収の短縮、減価償却 

４．海外植林の炭素蓄積の評価 

  海外で植林活動によってなされる炭素蓄積を評価し、海外植林の取り
扱いを国際間で取り決めをしておくことが必要 

５．廃棄物処理のための有効利用先の拡大対策 

  非化石燃料の焼却灰等の処理は廃棄物対策を行なわなければならな
いが、有効利用先を確保する等の受け皿の整備が必要 
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２０３０年度以降のエネルギー消費部門の例 

・原料供給部門・・・・・・植林地の利用 

１）高成長高繊維素含有樹木遺伝子の探索開発 

２）バイオテクノロジーによるバイオマス生産の高効率化 

  （対塩害・耐干害・耐病虫害性樹木の開発等） 

 
・パルプ・紙 製造部門 

１）生産量に比例したエネルギー消費システム 

２）ヒートポンプ技術利用の温水製造システム 

３）高濃度抄造技術の開発 

・業態の転換 

１）木質原料を利用したバイオマスエタノールの製造 

２）食料・飼料・水・エネルギー供給事業への転換 

３）パルプからのセルロースナノファイバー製造（機能材） 



再生可能エネルギーの採用 
FIT制度による電気の買取の有効利用 

１．太陽光発電：１０ＫＷ未満・・・余剰買取、１０ＫＷ以上・・・全量買取 
 ・ ビルの屋上に設置・・・収益には？ 
                CSR的なPR・・・自然エネルギーとミツバチの共生 
 ・１０ＫＷ以上・・・設置場所、日当たり、積雪等自然災害、電力会社の系統との接続容 
            量が弱いと買取の制限を受ける可能性等考慮。 
            農地を転用する場合農地法が障害？ 
 ・太陽光パネルメーカーの選定・・・・ 
            シリコン(単結晶、多結晶、化合物系（CIS））、国内メーカー、海外メー 
            カー、寿命の信頼性、発電効率、価格の確認 
            設置後の回収年数とトラブルの有無に影響する。 
２．水力発電(マイクロ）・・・ 
            水量の安定性、年間発電量の予測、回収年数の試算 
            水路や水車の保守管理がいる。  
              20KW以上ではダム水路管理者が必要 
３．風力発電・・・・風況による年間発電量予測と低周波等の騒音に対する配慮を考慮 
           する必要がある。 
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製紙会社の発電及び購入電力 

日本の製紙会社の総発電電力：約５５０万ＫＷ程度で全国に分布している。 

総使用電力量：製紙業界全体・・・・ 約283億KWH  

           日本製紙連合会会員・・・・約268億KWH（日本全体の約3%） 

購入電力量    ：製紙業界全体・・・・・78億KWH  

                     日本製紙連合会会員・・・・・60億KWH（日本全体の0.7%） 

 

                  

 全国：2011年石油等消費動態統計年報より 

 日本製紙連合会会員：日本製紙連合会2009年度フォローアップ資料による 



再生可能エネルギーによる現状と発電量想定 
再生可能エネルギー導入量の想定（概観）

２０２０年の姿

1

万KW 億KWH 万KW 億KWH

バイオマス等 240 144(1%) 396 236(25)

2010年から2020年までの増加分 156 92

2010年から2030年までの増加分 312 184

２０３0年の導入量の想定 552 328

（2020までの増加分の２倍＋2010の量）

2 参考

2a 現状：日本製紙連合会2012年度フォローアップ資料（2011年度実績）より

自家発電量 214.61 億kwh 燃料種別： 再生可能エネルギー：40.5%

廃棄物エネルギー：8.9%
合計 49.40%

再生可能エネによる自家発電量
86.92 億kwh

再生可能＋廃棄物エネルギーによる自家発電量
106.02 億kwh

2b 現状：石油等消費動態統計2011年より
電力受払
自家発電量 227.94 億kwh 燃料種別： 再生可能エネルギー：40.5%

廃棄物エネルギー：3.6%
合計 44.10%

再生可能エネによる自家発電量
92.32 億kwh

再生可能＋廃棄物エネルギーによる自家発電量
100.52 億kwh

2010年（実績） 2020年18% 2030年

2020年は2030年に対する進捗率５割と予想

左記数値はエネルギー資源調査会資料より



２０３０年にバイオマス発電328億kwhとした場合の 
必要バイオマス量試算 

１．バイオマス発電量を328億ｋｗｈ/年とした場合、年間7000h稼動として、設備容量 約552万ｋｗ 

  ２０１０年からの増分：３１２万kw   184億kwh 

 

２、廃材等バイオマスの発電量 1100kw / BDtバイオマス （１万kw当たり9.1BDt / h）とすると、 

     年間約2000万トンのバイオマス増加が必要となる。 

  （312*9.1*7000=1987万BDトン/年) 

 

３．林地残材 賦損量 170万絶乾（BD）ｔ、未利用バイオマス全てを集めても 約2300万トン 

  程度で実質燃料不足の可能性大。 

 

４．今後の政策次第で増加の可能性があるバイオマス 

  ・休耕田復活活用 最盛期コメ生産1,440万t 現在の1.7倍 作付面積1.9倍、非食部含め 

   750万t増？ 

  ・森林経営活性化 最盛期立木伐採7,000万m3 現在2,000万m3の3.4倍、 

   5,000万m3＝2,500万t増？ 
 



    参考ーわが国の未利用バイオマス 
   平成19年2月バイオマスニッポン総合戦略推進会議資料より試算 

項目 賦存量万t 利用率% 未利用万t 濃度%＊１） 絶乾量万t＊１） 

家畜排泄物 8,700 90 900 10 90 

下水汚泥   7,500 70 2,200 10 220 

黒液 7,000 100 0 － 0 

廃棄紙 3,700 *２）73 *２）1,000 85 850 

食品廃棄物  2,000 20 1,600 30 480 

製材残材 430 95 20 55 10 

建設廃材 470 70 140 65 90 

林地残材 340 0 340 50 170 

農産物非食部   1,400 30 1,000 35 350 

合計 31,540 － 7,680 － 2,260 

＊1） 濃度%は推定 廃棄紙の85%は古紙の繊維比率 

＊2） 公開資料の廃棄紙利用率60%は古紙利用率と推定されるが古紙輸出を勘案し古紙回収率を用いる 
 

＜備考＞今後の政策次第で増加の可能性があるバイオマス 

  休耕田復活活用 最盛期コメ生産1,440万t 現在の1.7倍 作付面積1.9倍、非食部含め750万t増？ 

  森林経営活性化 最盛期立木伐採7,000万m3 現在2,000万m3の3.4倍、5,000万m3＝2,500万t増？ 
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製紙産業の原料利用の歴史 

◆戦前～昭和２０年代 
  エゾマツ、トドマツ等の国産針葉樹（SP,GPが主体） 

◆昭和２０年代～昭和４０年代 

 薪炭材に利用された国産広葉樹の増大（KPが主体になる）   

◆昭和４０年代～昭和６０年代 
  チップ専用船の導入、輸入材の増大     

◆昭和６０年代～平成元年代 
  プラザ合意による円高で輸入依存度がさらに拡大、植林木の増加 

◆平成元年代～ 

 海外植林の増大、古紙利用率が５割を超す 
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パルプ材の国産材比率の推移 
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資料：経済産業省「紙パルプ統計年報」 

   ただし、’02年以降は推定 
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  製紙企業の木質バイオマス発電施設   ２０１３．４．２９現在 

    発電所名   事業者名 出力（ｋWh) 国内順位 

三島工場発電所 大王製紙 524110 9 

苫小牧工場火力発電所 王子製紙 268150 13 

大江工場汽力発電所 丸住製紙 145900 17 

米子工場発電所 王子製紙 119000 20 

島田工場火力発電所 特種東海製紙 101250 21 

呉工場発電所 王子マテリア 82600 22 

富士工場富士火力発電所 日本製紙 79500 23 

谷川工場火力発電所 兵庫パルプ 70700 24 

日南火力発電所 王子製紙 60800 25 

関東工場勝田発電所 北越紀州製紙 48100 33 

大分工場発電所 王子マテリア 42800 36 

いわき大王（株）火力発電所 いわき大王製紙 41093 37 

石巻工場発電所 日本製紙 38500 38 

第２火力発電所 大興製紙 35000 41 

勿来工場発電所 日本製紙 26500 48 

佐賀工場火力発電所 王子マテリア 25200 49 

出典：エレクトリカル・ジャパン 

日本には約４５０のバイオマス発電
施設があるが、そのほとんどは規模
の小さい地方自治体の廃棄物収集
施設の発電所や農産物廃棄物によ
る発電施設である。この内、製紙企
業の数が多く、規模が比較的に揃っ
ているのは、黒液、木くず、ペーパー
スラッジなどのバイオマスエネル
ギーや、廃タイヤ、RPFなどの可燃

性廃棄物を利用し、重油や石炭など
化石エネルギーの使用を削減してい
るからである。さらに、ボイラーから
得られる蒸気を製紙プロセスの乾燥
エネルギーとしてだけでなく、発電で
利用するコージェネレーションシステ
ムを早くから導入し、エネルギーを高
効率に利用している。このため、わ
が国全体のエネルギーロス率が
60％近いが、紙パルプ産業では
30％程度にとどまっている。 

 



•  これまでバイオマス発電に電力会社等を中心とした新規参入が
相次ぐようになったのは、2003年から施行されたＲＰＳ制度による

ものであった。同制度は、電気事業者に対して、毎年度、販売電力
量に応じて新エネルギー等発電設備によって発電された、一定割
合以上の新エネルギー等電気の利用を義務づけるものである。ご
み処理、糞尿処理、未利用木材処理など、他の用途と併用される
ことが多く、出力変動も少なく、設備利用率も高く、安定した電源で
あるが、効率的に量を集める燃料供給のインフラの構築が課題で
ある。ＲＰＳ制度下における新規参入者は石炭混焼が特徴であり、
木質チップの比率は低いが、規模が巨大なことから木質チップの
使用量は既存事業者に比べて決して小さくない。 

• 製紙企業は、もともと産業界の中でも自家発比率が高く、その燃
料の約３割がバイオマスである黒液であるが、自家発の有効利用
に努めており、電力の自由化以前から余剰電力売りを行っていた
。特に、大口(特別高圧2000kw以上)の電力自由化から本格的に
売電に取り組んでおり、1997年から自己託送を開始し、2001年か
らＰＰＳ（特定規模電気事業者）へ売電を行っており、RPS制度に沿
った売電も多くの企業が行っている。 
 

24 



25 

新エネルギー等電気供給量の推移（億ｋWh) 

年度 風 力 太陽光 水 力 バイオマス 合 計 
2003年   9.9   2.0 8.4 20.4   40.6 
2004年 14.4   3.5 9.1 22.1   49.1 
2005年 19.1   4.6 7.0 25.0   55.8 
2006年 21.4   5.4 9.4 28.6   65.1 
2007年 27.4   6.6 8.5 31.7   74.3 
2008年 30.6   7.6 9.6 31.3   79.2 
2009年 37.3   9.4 9.5 32.2   88.5 
2010年 41.4 13.6 9.9 37.4 102.3 
出典：資源エネルギー庁、特定太陽光を含む 



間伐材チップを混燃している石炭火力発電所 

 
発電所 
 

 
原料調達 

 
チップ化 

 
年間供給量   

 
  混燃率 

 
新日鉄住金釜石発電所 

 
釜石地方森林組合 
 

 
三陸バイオマス 

 
5,000トン 

 
約２％ 

 
住友共同電力発電所 

 
住友林業FS 

 
住共CS 

 
1万2,500トン 

 
約２．５％ 

 
中国電力三隅発電所 

 
島根県素材流通（協） 

 
島根県素材流通（協） 

 
3万トン 

 
約２％ 

 
中国電力新小野田発電所 

 
山口県森林組合連合会 

 
民間チップ工場 

 
2万5,000トン 

 
約１％ 

 
九州電力苓北発電所 

 
熊本県森林組合連合会 

 
民間チップ工場 

 
1万5,000トン 

 
約１％ 

 
電源開発松浦発電所 

 
宮崎県森林組合連合会 

 
宮崎ウッドペレット 

 
2万5,000トン 

 
約１％ 
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FIT制度の内容  
 
 

２-１ 燃料について 

• 再生可能エネルギーの固定価格買取制度であるFIT制度
が2012年7月よりスタートし、さらに木質バイオマス発電

への参入する事業者が相次いでいる。その対象となる燃
料及びその買取価格は、 

• ①未利用木材：32円/kWh、 

• ②一般木材（製材残材、輸入材）：24円/kWh、 

• ③リサイクル木材：13円/kWh 

となっている。 

• ２-２ 立地条件 

• 燃料の経済的集荷圏は50㎞～100㎞以内。高圧送電線

までの接続は発電事業者負担となるので、高圧送電線
までの距離１㎞（設置費用１億円）以内が望ましい。 
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①未利用木材については、間伐による林地残材として年間発生
量が約2000万㎥（800万トン）と豊富にある。ただし、搬出コスト
が高いため経済性が低い。また、未利用であることを林野庁の
ガイドラインにより証明しなければならない。 

（立地：山間部） 

②一般木材のうち、製材残材については、年間発生量が約600

万㎥（340万トン）であるが、その93％以上は製紙用、エネル
ギー用として既に利用されているため、発電用に新たに追加利
用できるものは少ない。 

（立地：地方都市、木材工業団地等）    

   輸入材については、海外の植林地等から大量かつ安定的に供 

  給できる可能性がある。ただし、価格の面で製紙用（約18千円/ト 

  ン）よりも安くできるかは未確定。 

  （立地：港湾） 

  ③リサイクル木材については、年間発生量が約410万トンである 

  が、60％がエネルギー用、木質ボード用等に利用されている。 

   （立地：大都市周辺） 

 



FIT制度に対する製紙業界の主張 
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FITの制度設計の段階のヒアリングだけでなく、調達価格算定委員会のヒアリングに

おいても、既存の木材のマテリアル利用を優先すべきであることを再三にわたって主
張してきた。すなわち、木材をまず建材等に素材として使い、素材として使えなくなっ
たものをチップ化してボードや紙の原料とし、紙も何度かリサイクルし、いよいよ繊維
がぼろぼろになって紙にならなくなったならば、燃やして電気や熱として利用すべきで
ある。他に使い途のない林業や木材加工段階で出てくる樹皮や端材は素材として使
えないので、直ぐにエネルギー利用する。このように、資源をもっとも有効に活用でき
るカスケード利用が望ましい。総合資源エネルギー調査会買取制度小委員会の報告
書（2010年１２月２２日）に、「既存用途から発電用途への転換が生じ、既存用途にお

ける供給量逼迫や価格高騰がおこらない」ようにとの提言がなされ、法案説明資料に
も、「バイオマスについては、紙パルプなどの既存の用途に影響を及ぼさないバイオ
マスを使った発電を対象にします」との文言を盛り込むことは出来た。しかし、「コスト
等検証委員会報告書」においては、木質バイオマス発電の燃料として想定されている
木材チップは、燃料として未利用間伐材を活用するためには、山間部における収集・
運搬等の作業が必要となることから、他の電源と比べても高い水準となった。原材料
の由来により林地残材チップ、製材残材チップ、建設発生木材チップなどの種類があ
り、それらの価格は、調達コストにより大きく異なるが、形状的にはほとんど差異がな
いことから、木質バイオマス専焼の発電コストは、17.4～32.2円/kWh（割引率３％、設
備利用率80％、稼働年数40年）と幅のある数値となっている。 
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木材は用途によって求められる品質が異なり、通直で曲がりが少
ないなど、品質のいいものから、製材向けをＡ材、合板向けをＢ材、
木質ボードや製紙向けをＣ材、燃料向けはＤ材と区分して利用さ
れ、付加価値の最大化が図られている。木材の価格も市場原理
によってＡ材が一番高く、以下Ｂ材、Ｃ材、Ｄ材の順となっている。
さらに、製材残材は製紙に、建設発生木材は製紙、木質ボードや
燃料にカスケード利用され、古紙は製紙にリサイクル利用されて
いる。 
 

○木質バイオマス発電の燃料費 

「国内バイオマス燃焼発電システムの現状調査・分析」(財)電力
中央研究所(平成１９年７月) 

建設発生木材 ０．１５４円/MJ 

製材残材 ０．３０８円/MJ 

林地残材 １．８７７円/MJ 





 FIT制度に対するパブリックコメント 
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 2012年5月に募集されたFIT制度のパブリックコメントにお

いて、当会としては、主に以下の２点について意見を述べ、
要望としている。 

①木質バイオマスの買取価格については、次年度以降に発
電事業者から得られるコストデータ等を踏まえて再検討すべ
き。 

②ヨーロッパにおいてもFITの制度の導入に見られたような、

既存用途における供給量逼迫や価格高騰を引き起こすよう
な事態を避けるために、未利用な林地残材等の木質バイオ
マスのトレーサビリティを確保するための措置（ガイドライン
の策定）を講じることが必要。 



課題 

１．経済性のある燃料がどのくらい集荷可能か。 

２．発電規模が小さいと発電単価が高くなる。採算性の問題 

  （kwh当たりの設備投資、人件費、運転保守費用、公害対策 

  費用、水、灰処理等） 

  150kwの発電設備：32円/kwhの売値で約3400万円の売上、 

  発電コスト、人件費、保守費、灰処理等で採算に乗るか？ 

３．コージェネ利用、熱利用の促進（効率アップ） 

４．既存発電設備での混焼発電が有利（燃料の質が問題） 

５．燃料の質の問題（水分、塩素、灰分の量） 

６．系統連係の問題:接続点間までの距離と容量 
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世界の森林国  森林面積20,000千ha以上の国 
     国土に対する森林面積比の高い順   FAO資料（掲載国121ヶ国） 

国 森林面積比 森林面積 国 森林面積比 森林面積 

ガボン 81.4 21,775 アンゴラ 47.4 59,104 

フィンランド 66.5 22,500 ロシア 47.3 808,790 

日本 65.8 24,868 インドネシア 46.5 88,495 

コンゴ共和国 65.7 22,471 カメルーン 44.7 21,245 

パプアニューギニア 63.6 29,437 タンザニア 37.2 35,257 

マレーシア 63.4 20,890 中央アフリカ共和国 36.5 22,755 

スウェーデン 61.1 22,500 メキシコ 32.7 64,238 

コンゴ民主共和国 57.0 133,610 アメリカ合衆国 31.5 303,089 

ザンビア 56.4 42,452 カナダ 31.1 310,134 

ブラジル 56.1 477,698 スーダン 27.0 67,546 

ペルー 53.5 68,742 オーストラリア 21.1 163,678 

ボリビア 53.5 58,740 中国 20.6 197,290 

コロンビア 53.2 60,728 インド 20.6 67,701 

ベネズエラ 52.3 47,713 アルゼンチン 11.9 33,021 

ミャンマー 47.6 32,222 世界計 29.4 3,952,026 

備考；森林面積20,000千ha未満で国土比50%を越える国 

    ラオス ガイアナ カンボジア 韓国 北朝鮮 ホンジュラス パナマ ブータン エストニア ソロモン諸島 スロベニア 
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製紙工場 バイオマス産業としての可能性 

 

• 紙需要の将来展望 

• 木材資源とノウハウを生かす多角化 

• 連続操業に適した木材バイオマス 

• 国産木材バイオマス分布と製紙工場 

• 困難な木材バイオマス生分解 

• 最大の水利用産業－製紙工場 

• 卓越している製紙工場の排水処理技術 
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２１００ ２０５０ ２０３０ ２０００ 

化学 50％  60％  80％  物質・エネルギー再生率 
(サステイナブル・カーボンサイクル化学体系（SC３）) 

非在来型化石燃料、廃棄物、バイオマスガス化 

 化学品の物質再生・ガス化・再資源化技術 

 化学品の３Ｒ 

微量成分除去、分離・回収、再資源化技術 

バイオマスコンビナート 

バイオマスからの抽出・分離（バイオマスリファイナリー） 

紙パ 
紙のリサイクル率 57％  
エネルギー再生率 10％  

65％  
20％  

70％  
20％  

75％  
20％  

クラフトパルプの高収率化技術 

55％  収率 50％  60％  
高成長高繊維素含有樹木遺伝子の探索開発 

バイオテクノロジーによるバイオマス生産の高効率化 （耐塩・耐干害・耐病虫害性樹木の開発
等) 

低質古紙回収製紙原料化ＲＰＦ利用・バイオマス資源の確保 

古紙再生填料の開発普及 

紙の軽量化技術、不透明化技術、質感増加技術 

黒液回収ボイラーの性能向上 

蒸気圧力 7 MPa 12 MPa 
バイオマス・黒液ガス化燃焼   

    バイオマスIGCC                バイオマスIGFC 

発電効率 40%  55%  

参考） 化学・紙パ分野ロードマップ注）
 超長期エネルギー技術戦略研究会 

注) 2005.10.13 産業構造審議会産業技術部会第13回研究開発小委員会報告資料から抜粋作成 


